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出所受刑者の生活問題と社会復帰支援の課題

駒澤大学文学部社会学科教授相原宏行

(要約）

本研究は．社会内処遇段階にあり，複合的な社会復帰上の問題を抱えている更生保護施設

利用者への面接調査を通して，８カテゴリー（｢人間関係｣｢ソーシャルサポート｣｢日常生活」

｢生活習慣等｣｢性格・行動｣｢不安感｣｢不満感｣｢職業｣)の生活問題について．一般者との差異及

び出所を契機とした個人内変化の2つの側面から検討を加えた。結果から対人関係の希薄

化・縮小化による孤立傾向，ソーシャルサポート全般の不十分さ・直接的サポートの縮小化，

経済活動の不活発さ，ストレスを軽減する機会の減少，収入と住居への強い不安感，職場不

適応や離職が発生しやすい状況，等が重点的支援課題として明らかになった。これらの生活

問題への対応においては，適切なアセスメントに基づく個別的に計画化された柔軟なケース

ワークの必要性，専門的・非専門的ソーシャルサポートの確保と連携,雇用の場の確保と雇用

の質的向上に向けた職場定着支援等が不可欠となる。

キーワード：出所受刑者．生活問題．社会復帰支援

１問題と目的

2013年(度)矯正統計年報によると，受刑者

26535人が出所し，新たに22/755人が入所し

ている。新受刑者に占める入所度数2度以上

の再入者率は13407人(589%)と非常に高い割

合となっている。また，平成20年の出所受刑

者の出所後6年以内の累積再入率は423%であ

り，出所後短期間に再入所する傾向にある5)。

再犯の背景には，犯罪に至る以前からその多

くが就労．住居，対人関係，経済的困難，薬

物，飲酒等日常生活で多様な問題を抱えてお

り，出所後の社会復帰において，住居，雇用

の確保，周囲の理解と受け入れ，相談支援，

経済的支援などの支援の必要性が指摘されて

いる(平成24年版犯罪白書)7)。犯罪対策閣僚

会議において策定された｢再犯防止に向けた

総合対策｣(平成24年)でも，刑務所出所者が

再犯に至る要因を多面的に分析し，各施策の

効果検証を踏まえた早急の対応を行うことが

喫緊の課題とされている4)。

このように出所受刑者の再犯防止と改善更

生は刑事政策における重要課題であり，現在

そのための社会内処遇がハード゛ソフト両面

で推進されている。社会的マイノリティであ

る出所受刑者の地域社会への再統合に向けた

支援は，社会の構成員としての諸権利の回復

や社会活動への主体的参画を目標とするソー

シヤルインクルージョンの実現，さらには，
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